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当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の非継続（廃止）について 

 
 
当社は、2022 年 6 月 28 日開催の第 157 回定時株主総会におけるご承認に基づき、有効期間を 2025

年 6 月開催予定の第 160 回定時株主総会（以下、「本定時総会」といいます。）の終結時までとして、 
「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下、「本対応方針」といいます。）を

継続しております。当社は、2025 年 5 月 14 日開催の取締役会において、これを継続せず、その有効

期間が満了する本定時総会終結の時をもって廃止することを決議しましたので、お知らせいたします。 
 

当社グループは、「世界市場でお客様の信頼に応える」「常に技術の先端を行く」「地球環境保全、循

環型社会に貢献する」を企業理念として、お客様とともに成長・進化してきた経験、専門性を有する人

材、築き上げてきた信頼とそれに基づく取引先等様々なステークホルダーとの密接な関係等の経営資

源の上に事業を行ってまいりました。これらの経営資源は、それぞれ永年に渡って培われたノウハウ

とブランドを有し、相互に機能することで更なる価値を生み出しています。 
私たちは、このようにして価値を生み出し続けることで、中長期的な企業価値向上に取り組むとと

もに、持続可能な社会への貢献を果たす責務があると考えていますが、これらの社会的責務は、一朝一

夕には果たせるものではなく、安定的な経営基盤の構築により果たせるものであり、その重要性は本

対応方針の導入時と変わるものではありません。近時においても、当社グループの企業価値を毀損す

るおそれのある大量買付行為が行われるリスクは依然として存在しており、当社取締役会としては、

この責務に対するリスクには十分な備えは必要であり、そのような大量買付行為が行われる際には、

株主の皆様が必要とする適切な情報を提供する責任があると考えております。 
一方、昨今の我が国における買収防衛策の動向を見ますと、大量買付行為やその提案が行われた段

階で、株主の皆様が適切に判断するために必要とする情報の提供等のルールを明確化した有事型の買

収防衛策を導入する事例が多くなっております。本対応方針の更新検討にあたり、これらの買収防衛

策の動向や株主である機関投資家の皆様との対話、また、近時の市場の動向等を踏まえ、取締役会で議

論を進めた結果、事前警告型の買収防衛策である本対応方針を継続せず、廃止することとしました。 
今後につきましては、当社グループの企業理念を念頭に、サステナブルな社会の実現に貢献をすると

同時に、中長期アスピレーションや中期経営計画に基づき、当社グループの企業価値の向上に努めて

まいります。 
なお、当社は本対応方針の廃止後も、当社グループの企業価値および株主共同の利益を毀損するお

それのある買収提案や大量買付行為が行われる場合には、当該行動を行う者に対し、株主の皆様が検

討するために必要とされる時間と情報を十分に確保できるよう要請するとともに、当社の企業価値・

株主共同の利益が毀損されることがないよう、独立性を有する社外役員の意見を踏まえ、株主の意思

を十分尊重したうえで、会社法、金融商品取引法、その他関連法令の許容する範囲内において適切と考

えられるあらゆる措置（いわゆる買収防衛策を含む）を講じる所存であります。 
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